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年・年度の表記について 

本文中の年・年度は、元号（和暦）を用いて表記しています。 

また、推移・推計を表すグラフにおいては、横軸を年度とし、次のとおりアルファベットと数字を

用いた省略表記としています。 

元号 省略表記 例 

令和 R R1（令和元年度） 
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第１章 厚木市下水道事業経営ビジョン改定の趣旨と位置付け 

 

１ 改定の趣旨 

本市における下水道事業については、市街地周辺の浸水被害軽減対策、市街化調整

区域への下水道整備等の大規模事業を控え、中長期の経営見通しが必要となっていた

ことから、前身の下水道中期ビジョン（平成23年策定）を改定する形で、平成30年

度に厚木市下水道事業経営ビジョン（以下「本ビジョン」という。）を策定しました。 

また、令和２年４月からは国からの要請により、地方公営企業法の財務規定を適用

し、公営企業会計に移行するとともに、令和３年度には本ビジョンの改定を行い、経

営基盤の強化及び財政マネジメント向上の取組を実施してきました。 

国は令和４年１月に「『経営戦略』の改定推進について」を公表し、令和７年度末

までに経営戦略を改定するよう要請し、より質の高い経営戦略とするよう、経営の基

本方針についての記載充実等を求めています。また、令和７年度以降の補助金交付要

件として、令和６年度末までに経営戦略おいて経営健全化に関する業績指標とその目

標年限を記載したうえで改定するよう明確化しました。 

このような中、本ビジョンについては、改定から５年が経過し、本市の下水道事業

は、人口減少等に伴う使用料収入の減少や物価高騰による維持管理費の増加など、将

来において厳しい経営環境となることが見込まれます。 

さらに、令和６年1月の能登半島地震や令和7年１月に発生した下水道の破損が原

因とされる埼玉県八潮市の道路陥没事故を踏まえた国の新たな指針では、災害対応の

強化と並び、インフラ施設の耐震化や維持管理の強化としての高度化・効率化が示さ

れ、公共下水道事業を進める上での最重要事項と位置づけられています。 

このような状況を踏まえ、将来にわたって健全で安定した経営を継続し、更なる経

営基盤の強化を図るため、使用料の改定を踏まえた現状把握、分析及び将来予測等を

行ったビジョンの改定を行うものとします。 

 

２ 計画期間 

  国が定めた「経営戦略策定・改定ガイドライン」に示されている考え方では、「投

資試算」や「財源試算」を踏まえ、中長期的な視点から経営基盤の強化等に取り組む

ことができるように、10年以上の合理的な期間を設定することが必要となります。  

このことを踏まえて、本ビジョンの計画期間は令和８年度から令和17年度までの

10年間とします。 

  なお、本ビジョンは原則５年ごとに必要に応じて推計値の見直し等を行い、より実

効性を高めるものとします。 
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３ 位置付け 

本ビジョンは、国の要請に基づき、公営企業の中期的な経営の基本計画である

「経営戦略」として策定しました。 

「第11次厚木市総合計画」を上位計画とし、「厚木市都市計画マスタープラン」

などの他部門の計画と整合を図りながら、国・県の計画及び施策を踏まえ、具体的

な事業計画と収支計画を定めます。 

 

 

 

図1 厚木市下水道事業経営ビジョンの位置付け 
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第２章 公共下水道事業の現状 

 

１ 事業の現状 

(1) 施設 

 

 

 

(2) 使用料 

ア 使用料体系の考え方 

家庭用・業務用の区分はなく、原則として水道の検針水量に基づいて算出しま

す。 

月８m3までを基本使用料とし、８m3を超えた分は水量に応じた従量制となっ

ています。 

 

イ 使用料体系の概要 

汚水排水量 一月当たりの使用料（税抜） 

 ８m3以下 703円（定額） 

８m3超 20m3以下 91円/m3 

20m3超 30m3以下 93円/m3 

30m3超 50m3以下 99円/m3 

50m3超 100m3以下 109円/m3 

100m3超 300m3以下 118円/m3 

300m3超 1,000m3以下 139円/m3 

1,000m3超 5,000m3以下 156円/m3 

5,000m3超  182円/m3 

公衆浴場 5円/m3 

 

供用開始年度
（供用開始後年数）

昭和48年6月
法適（全部適用・一
部適用）
非適の区分

一部適用
（令和2年4月）

処理区域内人口密度
57.72人/㏊

（令和７年度末）

流域下水道等への接
続の有無

あり
（相模川流域下水道に接続）

処理区数

処理場数

広域化・共同化・最
適化実施状況

１処理区（本市の計画区域全域が相模川流域下水道右岸処理区内にあり、
25の処理分区に分かれています）

なし

広域化・共同化については、供用開始当初から相模川流域下水道に接続し
ています。また、平成15年度から下水道使用料の徴収事務を県企業庁に委
託しています。
最適化については、未普及解消事業の中で、浄化槽で処理すべき区域との
調整を図っています。
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ウ その他の使用料体系の概要・考え方 

現行の使用料は、平成25年度に改定を行い、平成26年４月１日から適用し

ています。改定に当たっては、平成26年度から平成28年度までの３年間の収

支見通しによる使用料不足額の解消を図りつつ、使用者の急激な負担増とな

らないよう、水量ランク別単価の平均改定率として9.92％（20m3/月で税抜

160円）の値上げとしました。 

 

エ  20m3/月の使用料（税込） 

年度 
条例上の使用料 

（20m3/月） 

実質的な使用料 

（20m3/月） 

令和５年度 1,974円 2,471円 

令和６年度 1,974円 2,486円 

令和７年度 1,974円 2,481円 

※条例上の使用料は、一般家庭における20m3当たりの月額使用料を算出し

たものをいい、消費税相当額（令和元年度以降は税率10％）を含みます。 

※実質的な使用料は、料金収入総額（税込調定額）を下水道の使用水量（有収水量）

で除した値に20m3を乗じたものです。家庭用のみでなく業務用を含むものとされ

ていますが、本市の使用料体系には家庭用と業務用の区別はありません。 

 

(3) 組織（令和８年４月１日現在） 

河川下水道総務課、河川下水道施設課の２課からなり、公共下水道事業に関す

る業務のほか、一般会計の水路などに関する業務も行っています。 

 

※職員数の（ ）内は、公共下水道事業会計支弁人数（単位：人） 

※河川下水道計画係の職員数には、会計年度任用職員１人を含みます。 

 

 

 

河川下水道総務課

職員数 17（12）

河川下水道総務課長

職員数 １（１）

河川下水道総務係

職員数 ７（６）

河川下水道計画係

職員数 10（５）

河川下水道施設課

職員数 16（10）

河川下水道施設課長

職員数 １（１）

河川下水道建設係

職員数 ９（４）

河川下水道施設係

職員数 ６（５）
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(4) 民間活力の活用等 

主な委託業務は、次のとおりです。 

・ポンプ場維持管理業務委託 

・公共下水道水質分析委託 

・公共下水道管渠浚渫作業委託 

 

(5) その他 

本市は終末処理場を有しておらず、神奈川県が設置・管理する「流域下水道」に接 

続しています。流域下水道は、関係市町の公共下水道の汚水を集約し、県の終末処理

場で汚水処理を行っています。 

神奈川県流域下水道には相模川流域下水道と酒匂川流域下水道がありますが、本

市が接続している相模川流域下水道は、昭和44年に相模川流域の９市２町の区域を

対象として事業に着手し、昭和48年６月に右岸処理場（現：四之宮水再生センター）、

昭和52年12月に左岸処理場（現：柳島水再生センター）で一部の市町の下水処理を

開始しました。 

その後、対象区域を拡大し、現在は流域内の９市３町（厚木市、相模原市、平塚市 、

藤沢市、茅ヶ崎市、伊勢原市、海老名市、座間市、綾瀬市、寒川町、大磯町、愛川町）

で事業を実施しています。 

 

図2 相模川流域下水道の全体概要図 

（出典：神奈川県「神奈川県流域下水道事業経営ビジョン」令和３年３月） 
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２ 経営指標と現状分析 

(1) 下水道使用料 

   下水道使用料は、令和３年度の 29.0 億円から令和７年度の 28.7 億円まで、増

加と減少を繰り返しています。 

 

(2) 経費回収率 

   経費回収率は、目標である 100% 以上を達成しており、令和３年度の 110.15%

から令和７年度の 103.15% で推移しています。 

 

(3) 企業債残高対事業規模比率 

    企業債残高対事業規模比率は、目標の 300% 未満を大きく下回っており、令和

３年度の 262.75% から令和７年度の 199.00% へと順調に減少しています。 

 

(4) 流動比率 

   流動比率は、目安の 100% 以上、目標の 200% 以上に対し、令和３年度の 

77.30% から令和5年度には目安の 100% を超え、令和７年度の 180.94% と 

改善しています。 

 

表○経営指標による現状分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 経営目標 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

下水道使用料
（税抜）

29.0憶円 28.8憶円 28.9憶円 29.3憶円 28.7憶円

経営指標（%）

経費回収率 100％以上 110.15 106.19 114.32 109.25 103.15

企業債残高対事業
規模比率

300％未満 262.75 237.43 216.65 194.45 199.00

目安

100％以上

目標

200％以上

180.94流動比率 77.30 93.82 118.99 151.99
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第３章 公共下水道事業の課題 

 

１ 老朽化の進行と災害リスク等の増大 

(1) 老朽化対策（長寿命化） 

   管路施設は昭和48年に、ポンプ場施設は昭和61年に供用開始をしており、標準   

  耐用年数を超過する施設や設備が今後さらに増加するため、施設の特性を把握し、   

  メリハリのある点検調査により中長期的な施設の状態を予測しながら、改築更新の 

投資の平準化を図りつつ、計画的かつ効率的な維持管理を行う必要があります。 

 

(2) 地震対策 

大規模地震発生時において、下水道の処理機能及び緊急車両の通行などの交通機

能を確保するためには、下水道施設の耐震化が重要であり、能登半島地震の被災事

例の教訓からも、上下水道が一体となった計画的な耐震化が必要となっており、更

なる地震対策の加速化が求められています。 

 

(3) 浸水対策 

   局所的な集中豪雨の発生頻度が増加し、浸水被害の危険性が高まっていることか

ら、浸水被害を軽減させるため、施設整備の着実な進捗が重要となります。 

     

(４) 未普及対策 

   人口密度が低い区域では、下水道整備の費用対効果が低下するため、市街化調整

区域等に係る計画の見直しを図る必要があります。 

 

２ 収入の減少と費用の増加 

(1) 下水道使用料の減少 

本市の人口は減少傾向にあり、人口減少に加え、節水意識の向上、節水型機器の

普及等により、有収水量が減少し、下水道使用料収入も中長期的に減少傾向で推移

すると推計されています。 

 

(2) 維持管理費の増加 

電気料金や材料費、人件費の上昇等により、運転・維持管理コストは増加傾向に

あります。また、流域下水道負担金の増加や、特別重点調査の結果を踏まえた管路

施設の修繕の実施により、今後更なる維持管理費の増大が見込まれます。 
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第４章 将来の公共下水道事業 

 

１ 行政区域内人口及び有収水量の見通し 

 「厚木市人口ビジョン」によると、厚木市の人口は減少傾向にあり、令和17年

（2035年）には213,375人と推計され、令和27年（2045年）には20万人を割り

込む想定です。人口が減少すれば、それに伴い下水道の利用者の数も減少し、結果とし

て有収水量も減少が見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図〇 処理区域内人口等の推計 

※各年の人口は厚木市人口ビジョンを基に推計 

   処理人口は令和7年度の実績（普及率90.0％）を基に推計 

   水洗化人口は令和７年度の実績（水洗化率99.5％）を基に推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図〇 有収水量の推計 

170,000

180,000
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200,000

210,000

220,000

230,000

R7 R12 R17 R22 R27

人
口
（
人
）

処理区域内人口の推計

人口（人） 処理人口（人） 水洗化人口（人）

221,933

199,766 

218,983

198,767  

197,085  

196,099  

213,375 

192,038  

191,077  

206,628 

199,535 

179,582 

185,965 

185,035 
178,684 

22,500,000

23,000,000

23,500,000

24,000,000

24,500,000

25,000,000

25,500,000

26,000,000

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

有
収
水
量
（㎥

）

水量推計
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２ 財政の見通し 

(1) 収入の見込み 

人口減少、節水意識の向上、節水型機器の普及等により、有収水量も減少すると

推計されており、結果として下水道使用料収入は中長期的に減少傾向で推移すると

見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図〇 使用料収入の推計 

 

(2) 支出の見込み 

   老朽化した管路施設・ポンプ場施設の修繕費、下水道施設の耐震化に係る費用が

必要となるほか、電気料金や材料費、人件費の上昇等による工事費や委託費の増加

が見込まれています。 

 

表○事業費見込額 

項目 R8～R17の事業費 

見込額（千円） 

通常の維持管理 3,100,000 

地震対策事業・上下水道耐震化事業 1,380,000 

長寿命化対策事業 9,300,000 

浸水対策事業 5,598,000 

汚水整備事業  684,000 

2,600

2,650

2,700

2,750

2,800

2,850

2,900

R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

使
用
料
（
百
万
円
）

使用料収入
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３ 施設・設備の見通し 

(1) 計画的かつ効率的な維持管理 

  施設の特性を把握し、メリハリのある点検調査を通じて中長期的な施設の状態を

予測します。これにより、改築更新の投資を平準化しつつ、効率的な維持管理を行

います。 

 

(2) 耐震化の推進 

   大規模地震発生時においても下水道の処理機能や緊急車両の通行などの交通機能 

を確保するため、下水道施設の耐震化を推進します。 

 

(3) 浸水対策の推進 

   局所的な集中豪雨の発生頻度が増加していることから、浸水被害を軽減させ 

るための施設整備を推進します。 

 

(4) 未普及対策の見直し 

  人口密度が低い区域では、下水道整備の費用対効果が低下するため、「汚水処理 

施設整備計画（アクションプラン）」の見直しを検討します。 

 

４ 組織の見通し 

  これまで、社会情勢の変化などを踏まえ、柔軟に組織体制を変更してきましたが、

引き続き、下水道事業を取り巻く環境に注視し、効率的かつ効果的に事業を遂行でき

る組織体制を検討していきます。 

  また、将来にわたり下水道事業を担う人材育成にも配慮した、計画的で安定した職

員の配置がなされるよう本市人事担当課と協議を行っていきます。 
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第５章 厚木市下水道事業経営ビジョンの基本理念及び重点施策 

 

１ 基本理念と重点施策の関係 

令和3年度に改定した本ビジョンでは、四つの基本理念に基づき今後の公共下水道

事業の取組として五つの重点施策を掲げており、今回の改定に当たっても引き継いで

いきます。 

図〇 基本理念と重点施策の関係 
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２ 重点施策 

(1) 経営マネジメントの強化 

ア 施策の方向性 

     将来にわたって持続可能で質の高い下水道サービスを安定的に提供するた

め、多角的な視点から経営マネジメントの強化を図ります。  

具体的には、人口減少や施設の老朽化といった社会環境の変化及び厳しさを 

増す財政状況に的確に対応するため、データとデジタル技術（ICT・DX）を最

大限に活用し、業務の効率化と生産性向上を徹底します。   

また、本ビジョンの着実な実施を行うため、PDCAサイクルにより、毎年の

決算公表後には、収支計画との乖離や他の計画との整合性を検証し、後年に影

響が出る場合は収支計画を修正します。 

なお、本市公共下水道事業の運営状況は、各年度の決算書、業務状況報告

書、経営比較分析などを市ホームページにて公表します。 

 

図○ 下水道におけるDXの推進 

（出典：国土交通省ホームページ） 
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  (2) 下水道ストックマネジメント 

ア 施策の方向性 

本市の下水道は、整備初期の管路施設が標準耐用年数（50年）を超え、中河

原中継ポンプ場の機械設備についても標準耐用年数（主な設備は15年）を超過

しており、下水道施設の経年劣化に伴う機能低下や損傷などによる道路陥没事

故の発生などが懸念されています。 

今後も増加する膨大な下水道施設を戦略的かつ効率的に管理・運営する必要

があるため、施設の重要度などに応じて三つの管理方法に区分し、施設の老朽

化対策を進めます。 

・状態監視保全…各施設の健全度を定期的な点検・調査により把握するととも

に、機能を確保する上での目標耐用年数を設定し、劣化状況や動作状況の確

認を行い、その状態に応じて対策を行う方法 

・時間計画保全…施設の特性に応じて、あらかじめ定めた周期（目標耐用年数

等）により対策を行う方法 

・事後保全…異常の兆候（機能低下等）や故障の発生後に対策を行う方法 

 

図○ マネジメントサイクルのイメージ 

（出典：国土交通省「維持管理情報等を起点としたマネジメントサイクル確立に向けた 

ガイドライン（管路施設編）-2020年版-」令和２年３月） 
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イ 具体的な施策 

「厚木市下水道ストックマネジメント計画」に基づき、中長期的な予測により 

改築・更新に係る投資の平準化を図り、計画的かつ効率的な施設管理を進めます。 

また、適切なストックマネジメントの実施により、持続的な機能確保を図るこ

とで、浸水 防除、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全を図ります。 

 

(ア) 管路施設 

管路施設の現状を診断するため、潜行目視調査、マンホール目視調査又はＴ

Ｖカメラ調査を実施し、管路施設の異常の程度、対策の要否及び緊急度を評価

し、適切な維持管理を実施します。 

特に、本厚木駅周辺の合流区域内の管路施設は老朽化が進んでいますが、中

心市街地で工事を行う場合は、道路交通や施工時間などに相当の制約があるた

め、管更生工法を積極的に採用し、効率的かつ効果的な老朽化対策を推進して

いきます。 

 

(イ) ポンプ場 

機械設備については、目視による劣化状況の判断がしにくいものが多いため、

標準耐用年数を超過するか否かで修繕・改築の判断をすることとします。なお、

機能上重要性が高く、劣化の傾向があった場合に応急処置が困難な設備を優先

的に修繕・改築することにより、効率的な維持管理に努めます。 

 

ウ 計画期間中の主な事業と投資見込額 

計画期間における投資見込額は、表〇のとおりです。 

 

表○ 下水道ストックマネジメントに係る投資見込額 

 

事業概要 実施予定期間 
計画期間中の 

総事業費（千円） 

うち国庫補助対象 

事業費（千円） 

管路施設長寿命

化改築事業 
全期間 8,600,000 2,200,000 

ポンプ場改良・修

繕費 
全期間 643,000 80,000 
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  (３) 総合地震対策 

ア 施策の方向性 

大規模地震の発生により下水道施設が被害を受けた場合、トイレが使えないと

いった日常生活への影響に加え、生活空間での汚水の滞留、未処理汚水の流出や

道路陥没による交通障害の発生など、公衆衛生や社会経済活動に重大な影響を及

ぼすことから、大規模地震に備えた上下水道が一体となった計画的な耐震化が必

要となります。 

 

図○ 下水道施設が被災した場合の重大な影響 

（出典：国土交通省ホームページ） 

 

イ 具体的な施策 

下水道施設は他のライフラインと異なり、地震時に同等の機能を代替する手段

がないため、重要な施設の耐震化を図る「防災」と、被災を想定して被害の最小

化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を進めます。 

 

(ア) 管路施設【防災】 

・新たに設置する下水道管については、耐震設計により整備します。 

・重要な幹線における陶管や老朽管については、管更生工法や布設替えにより

耐震化を図ります。 

・緊急輸送路かつ液状化地盤に埋設されているマンホール施設は、浮上防止対

策工法により耐震化を図ります。 
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・防災拠点施設系統路線かつ液状化地盤に埋設されている管渠とマンホールの

接続部には、可とう性継手設置工法により耐震化を図ります。 

 

ウ 計画期間中の主な事業と投資見込額 

計画期間における投資見込額は、表〇のとおりです。 

 

表○ 総合地震対策に係る投資見込額 

事業概要 実施予定期間 
計画期間中の 

総事業費（千円） 

うち国庫補助対象 

事業費（千円） 

総合地震耐震化事業 

（緊急輸送路） 
全期間 640,000 520,000 

上下水道耐震化事業 全期間 740,000 448,000 

 

(４) 浸水対策・浸水被害軽減対策 

ア 施策の方向性 

本市の下水道における浸水対策は、５年に一度の大雨（１時間当たりの降雨量

（降雨強度）を合流区域は40mm、分流区域は51mmに設定）を対象として、

都市の浸水を防ぐことを目的に、雨水管の整備を進めてきました。 

しかし、下水道が整備された地域においても整備水準を大きく上回る局地的

集中豪雨が頻発し、道路冠水などの浸水被害が発生しています。 

浸水被害は市民の生命や財産に大きな影響を与えることから、雨水幹線の整

備などの対策を効率的に実施する必要があります。また、流域治水やグリーンイ

ンフラなど、総合的な浸水対策を行うことも必要です。 

 

イ 具体的な施策 

合流区域である中心市街地（厚木排水区約205ha）においては、浸水被害に

対する防御の高度化を図るため、整備対象とする降雨強度の引き上げを、分流化

も含め研究します。中心市街地以外の地域は、過去の降雨で浸水被害が発生した

箇所の雨水管整備を行い、浸水被害の少ない災害に強いまちづくりを推進しま

す。 

また、浸水被害を最小に抑えるには、自助の促進も重要であるため、想定以上

の大雨が降った際に住民自らが避難などの対策を講じられるよう、情報提供な

どソフト対策も含めた総合的な浸水被害の軽減に努めます。 
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ウ 計画期間中の主な事業と投資見込額 

計画期間における投資見込額は、表〇のとおりです。 

 

表○ 浸水対策・浸水被害軽減対策に係る投資見込額 

事業概要 実施予定期間 
計画期間中の 

総事業費（千円） 

うち国庫補助対象 

事業費（千円） 

公共下水道中津川右岸 

第２排水区浸水対策 

事業 

令和8～9年度 

（継続事業） 
４00,000 300,000 

公共下水道恩曽川左岸 

第６排水区浸水対策 

事業 

令和8～9年度 

（継続事業） 
1,050,000 950,000 

その他浸水対策事業 

（雨水管整備工事等） 
全期間 2,700,000 2,120,000 

 

(５) 未普及対策 

ア 施策の方向性 

   市街化調整区域における汚水処理施設の整備については、「汚水処理施設整備 

計画（アクションプラン）」に基づき、整備を進めてきましたが、人口密度が低 

い区域では、下水道を整備する費用対効果が低下するため、処理区域等の見直し 

を検討していきます。 

 

 

 

 

  



 

18 

 
 

 

第６章 投資・財政計画  

 

１ 投資・財政計画（収支計画）策定に当たっての説明 ※現在作成中（図はイメージ） 

(1) 収支計画のうち投資についての説明  

施設の予防保全型の維持管理を行いつつ、事業の平準化を図るため、ストックマ 

ネジメントの手法を活用し、管路及びポンプ場の長寿命化を進めます。 

災害時においても下水道の機能等を確保するため、管路及びポンプ場の耐震化を

進めます。 

図○  令和○年度決算額と推計（投資額） 

 

(2) 収支計画のうち財源についての説明  

ア 下水道使用料 

汚水処理に関する費用は使用水量に応じて徴収される使用料で負担すること

とされております。使用料は、将来の人口や有収水量の推計に基づき、今後減少

を続けるものとします。 

1,203 

3,468 

1,471 
1,594 

1,306 
1,417 1,396 

1,007 953 1,010 

754 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

投
資
額
（
百
万
円
）

事務費等

流域下水道建設負担金

汚水整備事業

下水道ストックマネジメント事業

総合地震対策事業

浸水対策・浸水被害軽減対策事業



 

19 

 
 

 

図○ ランク別有収水量及び下水道使用料の推移と推計 

   

イ 一般会計繰入金（雨水処理負担金・一般会計負担金） 

下水道事業において、雨水処理に要する費用は一般会計が負担する経費とされて

います。一般会計負担金は、総務省の繰出し基準に基づいた金額を見込むものとし

ます。 

        図○ 令和〇年度決算額と推計（一般会計繰入金） 

 

ウ 国庫補助金 

    計画期間内においては、本ビジョン改定時点における補助制度が継続するもの

として推計します。 
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エ 受益者負担金及び分担金 

受益者負担金（市街化区域）に関しては、開発行為などの民間施工による汚

水整備が主体であることから、将来推計が困難なため、直近の予算と同額を計

上します。受益者分担金（市街化調整区域）に関しては、整備計画を基に、各

年度の賦課見込額を推計します。 

 

    オ 企業債 

建設改良に伴う起債対象事業については、現行の起債充当率が 100％であ

ることから、国庫補助金や受益者負担金などの財源を除く全額を企業債で賄う

ものとして、必要額を推計します。一方、資本費平準化債（減価償却費と元金

償還金の差額分）については、計画期間内に企業債償還金が激減し発行不可と

なるため、計上しないものとします。 

 

カ 補填財源（消費税及び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金） 

資本的収入が資本的支出に不足する額を補填するため、補填財源の発生額及

び充当額について推計します。 

 

キ その他の財源 

その他の財源については、計画期間内に大きく変動する見込みがないため、

直近の予算と同額を計上します。 

   

(３) 収支計画のうち投資以外の経費についての説明  

ア 職員給与費 

現状の組織体制及び職員数を維持する必要があるため、直近の予算額を基に

計上します。 

 

イ 修繕費及び委託料 

物価上昇による増加を見込み計上します。 

 

     ウ 相模川流域下水道管理事業費負担金 

「神奈川県流域下水道事業経営ビジョン」を参考に、本市負担分として見込ま

れる額を計上します。 

 

エ 支払利息及び企業債償還金 

企業債発行見込額に基づき、計画期間内の償還見込額を計上します。 
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なお、公共下水道事業債は 40 年償還（うち据置５年）、流域下水道事業債

は 35 年償還（うち据置５年）とし、固定金利方式（利率〇％）・半年賦元利

均等償還を行うものとして推計しています。 

 

図○ 令和〇年度決算額と推計（元利償還金） 
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２ 投資・財政計画(収支計画)に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

(1) 今後の投資についての考え方・検討状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに

関する事項 

 人口減少、節水意識の向上、節水型機器の普及等によ

り、有収水量も減少すると推計されており、結果として下

水道使用料収入は中長期的に減少傾向で推移すると見込ま

れています。  

 また、ロードマップで示した経費回収率 100%以上を

維持するためには、今後の下水道事業を取り巻く環境や経

済情勢を踏まえると、汚水処理費を減少させる取り組みの

みで達成させることは困難であり、使用料の改定は不可欠

です。 

 こうしたことから、健全な事業運営を行うため、料金改

定に向け検討していきます。 

資産活用による収

入増加の取組につ

いて 

― 

その他の取組 
 一般会計繰入金の基準内繰入、国庫補助金の活用を図る

など、資金の確保に努めます。 

 

 

広域化・共同化・

最適化に関する事

項 

 「神奈川県汚水処理事業広域化・共同化計画」に基づ

き、検討します。 

投資の平準化に関

する事項 

 本ビジョンに基づいた整備・維持管理に努めることで投

資の平準化に努めます。 

民間活力の活用に

関する事項 

（PPP/PFI など） 

 本市で可能な PPP、PFI、W-PＰP の導入について研

修等で情報収集を行い、先進地の事例を参考に検討してい

きます。 

その他の取組 
不明水対策を引き続き行い、汚水処理経費の節減を図

り、効率的な施設管理に努めます。 
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(3) 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間活力の活用に関

する事項 

（包括的民間委託等

の民間委託、指定管

理者制度、PPP/PFI

など） 

 民間活力の活用効果を必要に応じて検証し、経営効

率の向上やリスク管理の強化などにつながるよう検討

を進めます。 

職員給与費に関する

事項 

 現状の組織体制及び職員数を維持する必要があるこ

とから、適切な人員配置に努めます。 

動力費に関する事項 
 高効率・省エネルギー型機器の導入について検討を

行い、コスト削減に向けた取組を進めます。 

薬品費に関する事項 ― 

修繕費に関する事項 
 ストックマネジメント計画に基づき、効率的な施設

の改築・修繕を行い、修繕費の削減に努めます。 

委託費に関する事項  必要に応じて契約内容の見直しを検討します。 

その他の取組 ― 
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３ 投資・財政計画 現在作成中（表はイメージ） 

(1) 収益的収支 
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(2) 資本的収支 

(3) 一般会計繰入金 
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(4) 経営指標等 
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第７章 ロードマップ・事後検証 

 

１ 経営戦略におけるロードマップ 

 

図〇 ロードマップ 

 

(1) 経営健全化に関する定量的な業績指数及び目標年限 

ア 経費回収率 

引き続き効率的な事業運営が求められることから、経費回収率については、各

年度100％以上であることを目標とします。 

単年度で経費回収率が100％を下回る場合には原因、収支構造、下水道使用 

料の推計方法などを検証し、翌年度に向け改善を図ります。 

 

イ 企業債残高対事業規模比率 

本市の公共下水道事業会計については、中長期の経営状況を展望し、汚水事業 

に関する各年度の起債額を調整すること（単年度起債額キャップ方式）を経営の

基本戦略としていることから、企業債残高対事業規模比率を指標とし、各年度

300％未満の水準を守ることとします。 

R８ R９ R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

経営指標の検証

投資財政計画見直し ● ● ●

経営ビジョンの改定 ● ● ●

　経費回収率
100％以上

　企業債残高対事業
　規模比率

300％未満

　　　　　　　　　　　200％以上

　使用料改定の必要性検討

　民間活力の活用

　長寿命化対策

　DX・AIなど新技術の導入

　流動比率

１　定量的な業績指標及び目標年限

２　収入増加のための具体的取組及び実施時期

３　支出削減のための具体的取組及び実施時期



 

28 

 
 

 

ウ 流動比率 

流動比率については、一般的に安定した経営状況を示すとされる200％を目指

し、堅持することとします。 

また、流動比率200％達成後は、内部留保資金を利用して起債の発行額を抑え

るなど、持続可能な下水道経営につながる活用を検討します。 

 

(2) 収入増加のための具体的取組及び実施時期 

   下水道使用料については、健全な事業運営を行うため、本ビジョン改定後、速や

かに改定に向け検討します。 

また、毎年度収支計画と決算を比較し、乖離の状況を把握するとともに、経営指

標による評価を行い、計画期間内に再度改定の必要性を検討します。 

 

(3) 支出削減のための具体的取組及び実施時期 

   ア 民間活力の活用   

民間事業者の持つノウハウや技術力の活用を、状況に応じて検討します。 

   

  イ 長寿命化対策 

    ストックマネジメント計画に基づき、計画的かつ効率的な維持更新を進め、更

新費用の削減及び平準化に取り組みます。 

 

ウ DX・AI など新技術の導入  

  業務のデジタル化・自動化の導入を、状況に応じて検討します。 

 

２ 事後検証 

(1) PDCAサイクルによる進行管理と見直し 

本ビジョンのうち経営に関する事項については、四つの基本理念（〇ページ参照）

を守るため、評価指標の達成状況に応じて業務を継続的に改善する手法である

PDCAサイクルにより、毎年度経営指標に基づく進行管理と評価を行い、その結果

に基づき収支計画の見直しを検討します。 
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図○ PDCAサイクルのイメージ 

 

(2) D-OODA
ド ゥ ー ダ

ループによる進行管理と見直し 

D-OODAループは、不確実性の高い状況の中で、より迅速で柔軟な意思決定をす

るために用いられる手法です。 

重点施策に掲げた下水道施設の建設改良に係る個別計画には、様々な不確定要素

が含まれています。施策の方向性を維持しながら、環境の変化に対して個別計画の

最適化を図るなど、公営企業として柔軟に事業を実施するため、D-OODAループに

よる進行管理を行います。 

 

※D-OODA理論は、米国の軍事研究家である「ジョン・ボイド（John Boyd）」に

よって提唱されたＯＯＤＡ理論を基に構築されたものであり、あらかじめ定められ

た大筋の中で状況を見ながら未来を予測し、それに基づいて今後の行動を決定して

実行するという一連の行動様式で、変化の流れが早い現代において、より効率的な

考え方として注目されています。 

Do（実行）

本ビジョンに基づき、各年度

の事業を実施します。

Plan（計画）

本ビジョンに定める経営計画

です。

Action（改善）

改善が必要な場合には、事業

計画の見直しや下水道使用料

の改定を検討・実施します。

Check（評価）

各年度の決算時に、経営指標

による分析・評価を行います。

P

DC

A
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図○ D-OODAループのイメージ 

 

表○ 重点施策と不確定要素の例 

重点施策 不確定要素 最適化への対応 

下水道ストック 

マネジメント 

・老朽化の進行 

・新たな損傷箇所の発見 

管理計画の見直し、改築優先

順位の見直し 

総合地震対策 
・災害リスクの見直し 

・地域防災計画の変更 

対策方法の見直し、下水道

BCPの見直し 

浸水対策・ 

浸水被害軽減対策 

・気候変動 

・都市化（雨水浸透量の減少） 

整備計画の見直し、整備優先

順位の見直し 

未普及対策 
・人口動態の変化 

・下水道への接続意向の変化 
整備計画の見直し 

 

(3) 評価と見直しの手順 

本ビジョンの見直しについては、表○に示すとおり、毎年度経営状況の評価（モ

ニタリング）を行うとともに、計画期間の中間期に全般的な見直し（ローリング）

を行います。なお、収支計画と経営状況が大きく乖離する場合には、見直しの時期

を前倒しすることとします。 

 

Design（計画立案）

大まかな計画を立て、目的やイメージを共有します。

本ビジョンの重点施策が該当します。

Orient（方向付け）

状況の変化に応じて、行うべ

き事業を検討します。

Observe（観察）

計画策定時から状況が変化し

ていないかを把握します。

Act（行動）

その時点の状況に即した事業

を実施します。

Decide（意思決定）

事業規模や手法、時期などを

調整し、予算に応じた事業の

実施を決定します。

O

OD

A

D
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表○ 評価と見直しの手順 

項目 時期 確認事項 関係組織 結果の公表等 

経営状況の評価 

（モニタリング） 

毎年度 

決算時 
経営指標 

下水道所管課 

監査事務局（決算

審査） 

下水道運営審議会への報

告、市ホームページでの

公表 

本ビジョンの見直し 

（ローリング） 

５年に 

一度 
全般 

下水道所管課 

下水道運営審議会 

経営戦略会議 

（庁議） 

厚木市議会への周知、市

ホームページでの公表 
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巻末資料 

 

用語集 

 

 用語 用語解説 

い 一般会計繰入金 

地方公営企業を含む特別会計が、一般会計から受け入れる資金のこ

と。 

地方公営企業である下水道事業では、汚水処理に係る経費は使用料

で賄うべきものであるため、雨水に係る経費などを一般会計から繰

り入れている。また、一般会計が負担すべき項目については、総務

省から基本的な考え方が示されている。 

き 企業債 
地方公営企業が建設などの財源とするために、国や金融機関などか

ら長期間借り入れる資金のこと。単に「起債」と呼ぶこともある。 

 キャッシュ・フロー 

企業における現金の流れのこと。企業会計では、１事業年度のキャ

ッシュ・フローを営業活動、投資活動、財務活動の 3 種類に区分し

た「キャッシュ・フロー計算書」を作成することにより、現金の増

減とその要因、企業の経営状況を確認することができる。 

く グリーンインフラ 

グリーンインフラストラクチャー（Green Infrastructure）の略語

で、都市緑化によるヒートアイランドの抑制や浸水被害の軽減、多

自然川づくりによる景観の創出や生態系の保全のように、自然が持

つ多様な機能を活用した社会資本整備などの取組をいう。 

け 減価償却費 

建物、構築物、機械器具など、時間の経過等によって価値が減少す

る資産について、その取得に要した金額を耐用年数に応じて一定の

方法により分割し、各事業年度に配分した会計上の費用をいう。 

こ 公共下水道 

下水道法上の用語で、主に市町村が設置及び管理を行う下水道のこ

と。公共下水道のうち、終末処理場を有するものを「単独公共下水

道」、終末処理場を持たず流域下水道に接続するものを「流域関連

公共下水道」と呼ぶ。 

 合流式 

汚水と雨水を同じ管渠で排除する下水道のこと。昭和 40 年代半ば

まではこの方式が用いられていたが、下水道法の目的に「公共用水

域の水質保全」が加えられたことにより、現在では汚水と雨水を別

の管渠で排除する「分流式」が原則となっている。合流式で下水を

排除する区域を「合流区域」と呼ぶ。 

し 資本的収支 

地方公営企業における予算・決算のうち、投資に係る支出とその財

源に係る収入をいう。資本の増減を伴う取引を表すため、資本勘定

とも呼ばれる。下水道事業においては、資本的収入は、企業債、一

般会計繰入金、国庫補助金、受益者負担金などがあり、資本的支出

は、建設改良費や企業債償還金などがある。 
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 用語 用語解説 

 収益的収支 

地方公営企業における予算・決算のうち、事業の運営や施設の管理

に係る収入支出をいう。損益取引を表すため、損益勘定とも呼ばれ

る。下水道事業においては、収益的収入は、下水道使用料、一般会

計繰入金、長期前受金戻入などがあり、収益的支出は、維持管理経

費、流域下水道管理事業費負担金、減価償却費、企業債利息などが

ある。 

 終末処理場 

一般的には「下水処理場」と呼ばれる、下水道管で集めた汚水を浄

化し、河川などへ放流する施設のこと。下水道法では「下水を最終

的に処理して河川その他の公共の水域又は海域に放流するために

下水道の施設として設けられる処理施設及びこれを補完する施設」

と定義されている。 

 受益者負担金・分担金 

公共事業の実施により利益を受ける者に対して、その受ける利益の

限度において事業費の一部負担を求めるもの。 

本市下水道事業においては、公共下水道の整備により利益を受ける

土地の所有者に対して、建設事業費の一部を負担していただいてい

る。 

 
浄化槽 

（合併処理浄化槽・単

独処理浄化槽） 

公共下水道に接続していない一般家庭や事業所にある、トイレと連

結してし尿を処理するための施設のこと。 

浄化槽には、し尿のみを処理する単独処理方式と、し尿と生活雑排

水を併せて処理する合併処理方式とがあり、その構造は建築基準法

で定められ、設置や維持管理などは浄化槽法に定められている。浄

化槽法の改正により平成13年以降は単独浄化槽の新設が禁止され

ており、現在、浄化槽とは合併処理浄化槽を指す。 

 
消費税及び地方消費

税資本的収支調整額 

補填財源の一つで、資本的収支に係る仕入控除税額をいう。１事業

年度における消費税額は、収益的収支と資本的収支を一括して算出

し、納付や還付は収益的収支予算で執行するため、資本的収支に係

る仕入控除税額分の資金が、収益的収支側に留保されることにな

る。 

す 
ストックマネジメン

ト 

持続可能な下水道事業の実現を目的に、明確な目標を定め、膨大な

施設の状況を客観的に把握、評価し、長期的な施設の状態を予測し

ながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理することをいう。（国

土交通省） 

そ 損益勘定留保資金 

補填財源の一つで、収益的収支（損益勘定）において現金の支出を

必要としない費用を計上することにより留保される資金のこと。主

に、減価償却費や固定資産除却費から、長期前受金戻入及び当年度

純損失を控除したものをいう。 

ち 長期前受金 

減価償却を行う固定資産を取得する際の財源となった補助金や負

担金をいう。減価償却を行う際に、償却額と見合う額を収益化する

ことにより、各年度に配分された費用と財源が対応する。収益の前

受け分であるから、会計上は負債に該当する。 

な 内部留保資金 
前年度までに生じた利益剰余金や使用していない補填財源で、企業

内に留保されている資金のこと。 
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 用語 用語解説 

ふ 不明水 
本来見込んでいない何らかの原因で下水道管に流入する地下水や

直接浸入水をいう。 

 分流式 
汚水と雨水を別の管渠で排除する下水道のこと。分流式で下水を排

除する区域を「分流区域」と呼ぶ。 

ほ ポンプ施設 

自然流下している下水を汲み上げ、低いところから高いところへ送

水する施設のこと。終末処理場へ送水する管の途中に設ける中継ポ

ンプ、終末処理場内に設ける処理場内ポンプ、雨水を公共用水域に

放流するために設ける排水ポンプなどがある。 

ゆ 有収水量 
下水道に排除された汚水のうち、下水道使用料の対象となる水量の

こと。 

り 流域下水道 
下水道法上の用語で、２以上の市町村の下水を広域的に処理するた

め、主に都道府県が設置及び管理を行う下水道のこと。 

 流域治水 

水害の頻発化・激甚化に対応するため、国・地方公共団体・企業・

住民が連携し、河川流域全体で被害を軽減させるという事前防災対

策の考え方や取組をいう。 

 流動資産 
企業が保有する財産のうち、現金預金のほか、事業年度の末日から

１年以内に現金化できる未収金などの資産をいう。 

 流動負債 
企業の通常の取引により生じる債務のほか、事業年度の末日から１

年以内に支払期限の到来する債務などの負債をいう。 
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